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特定石綿被害建設業務労働者等に対する給付金等の支給に関する法律の 

改正を求める意見書 

 

 建設業におけるアスベスト被害は、長年にわたり多くの労働者等の生命と健康を脅

かし、深刻かつ甚大な被害をもたらしてきた。こうした被害の救済を求め、2008年５

月に建設アスベスト訴訟が提起された。 

 2021年５月の最高裁判所判決により、国の賠償責任が確定し、これを受けて「特定

石綿被害建設業務労働者等に対する給付金等の支給に関する法律」（以下「建設アス

ベスト給付金法」という。）が成立した。現在、同法に基づき、被害者に対して給付

金が支給されている。 

 一方、建設アスベスト給付金法は、国による給付金の支給を定めるものであり、最

高裁判決において賠償責任が認められたアスベスト建材製造企業等が、被害者救済の

ために賠償金を拠出する仕組みについては定められていない。そのため、被害者の全

面的な救済という観点から、なお課題が残されている。 

 2025年８月には、首都圏建設アスベスト訴訟東京第１陣及び第２陣訴訟において、

被告となった建材製造企業との大規模な和解が成立した。その後、全国のアスベスト

訴訟においても相次いで和解案が示されるなど、裁判によらない解決に向けた動きが

広がっている。 

 建設アスベスト給付金法附則第２条には、「国は、国以外の者による特定石綿被害

建設業務労働者等に対する損害賠償その他特定石綿被害建設業務労働者等に対する補

償の在り方について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所

要の措置を講ずるものとする。」と規定されている。 

 こうした和解の動きや法の趣旨を踏まえれば、アスベスト建材製造企業等について

も被害者救済に取り組む仕組みを構築することが求められ、そのための法改正が必要

である。 

 また、建設アスベスト給付金法は、最高裁判決の枠組みを踏襲して制度化されたた

め、主に屋外で作業に従事していた建設アスベスト被害者や国の賠償責任が認められ

た期間外に就労していた被害者等が、給付の対象とならない場合がある。この点でも、

被害の実態を十分に反映したものとは言えず、給付の対象範囲も見直す必要がある。 

 よって、建設アスベスト被害者の全面的かつ早期の救済を実現するため、国におい

て下記の事項について速やかに取り組むよう強く求める。 

１ 建設アスベスト給付金法附則第２条の趣旨を踏まえ、国による救済に加え、アス

ベスト建材製造企業等が賠償金を基金へ拠出する仕組みを創設するなど、被害者の

全面的な救済につながる制度の充実を図るため、関係法令の改正を行うこと。 

２ 被害者の全面的な救済を図るため、屋外作業従事者、解体・改修作業従事者及び

国の賠償責任が認められた期間外の就労者等を中心に、アスベスト被害の実態を徹

底的に把握し、給付金制度の対象範囲を見直すこと。 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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